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第３分科会

小児科医が考える虐待対応

＊『おせっかい』になる
知らない振りもできる・・・
でも、子供の将来には非常に重要なことです。

＊子供の立場にたって判断する。
親に悪意があるかどうかはどうでもよい。
子供にとっていい環境なのかで判断する。

＊親を本当の犯罪者にさせないためになるべく早く介入する。
どんな虐待ケースも最初はハイリスクケース
次は命が危ないかもしれない。

＊『様子を見る』は虐待に加担しているのと同じである。
その間にも子供は危険にさらされているかもしれない。

＊『虐待』はどの親にも起こり得る。
子供も親もS0Sを出している！
アンテナを張り巡らせよう！！

目指せ！チャイルドファースト！！ 27

この２０年で学んだこと

１．『チャイルド・ファースト』で臨むべし

２．医療機関が医学的に『虐待を診断』
することが大事！！

３．各職種が専門性を高める努力を！

４．お互いの職域を知り、皆が少しずつ『のりしろ』
を広げると隙間が埋まる

５．『やってくれない』不満をぶつけるより
『できること』を探し、お互い感謝する！
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メ　モ

地域支援（拠点と他機関連携）
～子どもを守るしくみづくり～

第４分科会

鈴木 秀洋（すずき ひでひろ）氏

日本大学危機管理学部准教授
法務博士（専門職）、保育士、CSPトレーナー資格

（研究）厚労省令和元年度「子ども家庭総合支援拠点の設置促進に関する調査
研究」研究代表等

（所属学会）日本子ども虐待防止学会、ジェンダー法学会、日本公法学会、警
察政策学会等

（審議会・検証員会等）川崎市子ども権利委員会委員、世田谷区効果的な児童相談行政の推進検討
委員会委員、野田市児童虐待事件再発防止合同委員会委員、札幌市検証ワーキング委員会委員等

略歴
1991年	 中央大学法学部法律学科卒業
2006年	 日本大学大学院法務研究科修了
1995年～ 2016年3月	� 自治体公務員（東京23区）（文書、法務、監査、秘書、危機管理課長、

男女協働課長、子ども家庭支援センター所長等）
2016年4月～	 日本大学危機管理学部准教授

著書等
2019『子を、親を、児童虐待から救う』（公職研）、『市区町村子ども家庭総合支援拠点設置に
向けて・スタートアップマニュアル』、『市区町村等が行う児童虐待防止対策の先駆的取組みに関
する調査研究報告書』、「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部改正と実務に
与える影響」『自治研究7月号』、「まちづくりとしての子ども家庭総合支援拠点の制度設計」『こ
ころの科学7月号』／ 2018『市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた支援手法に
関する調査研究報告書』／ 2017「児童福祉行政における危機管理」『危機管理学研究』、『自治
体職員ための行政救済実務ハンドブック』（第一法規）等

コーディネーター

子どもを守るためにはどうすればよいのか？目黒、野田、札幌、出水等、虐待死事件の報
道が途切れることはない。果たして現場では何がどうなっているのか？事件の度に「情報
共有」や「連携」に課題があると指摘されるが、本当に議論すべきはその先の具体論であ
る。壁があるとされる保健、福祉、教育等の現場で真摯に児童虐待に向き合ってきた職員
たちと本音で語り合い、子どもを守るしくみづくりについて会場全体で考える。

概　要
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髙橋 絵美（たかはし えみ）氏

中津市役所子育て支援課　主査（保健師）

略歴
平成14年　広島県立広島看護専門学校　保健学科卒業
平成15年　中津市役所（旧山国町役場）入庁
平成17年　中津市役所　健康保険課（地域医療対策課）
平成29年　中津市役所　子育て支援課

パネリスト

鈴木 智（すずき さとし）氏

千葉県南房総市教育委員会　教育相談センター長

略歴
昭和53年　宮城教育大学教育学部卒業
昭和53年　千葉県公立学校教員
平成 ９年　千葉県教育委員会・指導主事
平成24年　千葉県南房総市教育委員会・参事
平成28年　千葉県南房総市教育委員会・家庭児童専門相談員
平成29年　現職

パネリスト

林 和子（はやし かずこ）氏

山口市こども未来部 保育幼稚園課　やまぐち子育て福祉総合センター　所長

略歴
昭和49年　�山口市の公立保育園保育士　その後、市内の公立保育園・幼稚園

に勤務した後、主任保育士・主任教諭として勤務する。
平成19年　山口市立陶保育園　園長
平成20年　山口市立山口保育園　園長
平成26年　山口市立山口保育園　園長　（兼）やまぐち子育て福祉総合センター　所長
平成28年　現職

パネリスト

三谷 裕之（みたに ひろゆき）氏

鳥取市 健康こども部 次長 兼 子ども家庭相談センター 所長

略歴
昭和59年　鳥取大学　農学部　農業工学科　卒業
同年　　　 鹿野町役場　教育委員会
平成31年　現職

パネリスト

鈴木 秀洋氏　資料
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高橋 絵美氏　資料

⼈⼝)83,969 ⼈ 児童数)14,581⼈ （Ｈ31.3.31現在）

大分県中津市の現状

H1６年 ダイハツ九州本社が中津市に移転。
関連会社等も増え、出⽣数も増加傾向に
あった。
⼀⽅で派遣職員の転⼊者が増え・・・
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合計特殊出⽣率は⾼い⽔準を維持してい
るも、出⽣数は減少傾向にある・・

3

こんにちは⾚ちゃん訪問（乳児家庭全⼾訪問）

⺟⼦⽀援連絡票・周産期連絡票

⺟ ⼦ 保 健 連 絡 会

要保護児童対策地域協議会
実務者会議

中津市 妊婦・⺟⼦⽀援の概念図

母
子

保
健

担
当
課

子
育

て
支

援
課

出⽣前後⼩児保健指導

（月に１回） 子育て支援課・地域医療対策課・学校
教育課・保健所・市民病院小児科・医師・児童相談所

（月に１回） 保健所・地域医療対策課・
市民病院小児科保健師

産科・小児科・精神科・行政（妊娠期～幼児期）

保健師による全戸訪問（出生後～４か月未満）

特定妊婦の同定（出生前）
産科助産師・市町村保健師・保健所保健師・市民病院保健師

※こんにちは⾚ちゃん訪問（乳児家庭全⼾訪問）の状況 平成20年4月より開始
・年間訪問件数 ７００人程度 訪問率 97.5％ 訪問継続者の割合25.9％（Ｈ30年度）
・訪問時期 通常生後2か月前後 ※未訪問理由も把握
・訪問スタッフ 市保健師（臨時職員含む）

⺟⼦保健事業・養育⽀援訪問事業研究会
（３か月に１回） 保健所・地域医療対策課・

子育て支援課・市民病院小児科保健師・小児科医

東保裕の介先生（大分県臼杵市）の原図をもとに改変

5

7

妊娠を知ったときの
気持ち

父（パートナー）の反応

家族状況

妊婦の状況
精神科既往
今の心身状態

大分県中津市の現状

平成１７年、旧中津市と下毛郡の４町村が合併

人 口 （人） 面 積（ｋ㎡）

合併前 60.033 56.14

合併後 86.485 491.08

（平成17年4月）

中津市と言えば・・・

郡部は学校の統廃
合も進み・・

人口の８割は旧市内

2

中津市子ども家庭総合支援拠点

～子育て地域は大きな家族～

1

中津市役所子育て支援課
髙橋 絵美

中津市立中津市民病院

中津市内の社会資源

児童家庭支援センター
「和（やわらぎ）」

児童養護施設
清淨園

子育て支援拠点事業所 木もれび
井上小児科医院 運営

大分県中津児童相談所 児童養護施設
聖ヨゼフ寮

4

妊娠届け出（⺟⼦健康⼿帳の交
付）

・保健師が個室にて交付。週2回、交付日を設けている。

・母子健康手帳の見方や使い方、妊婦健診について説明

・アンケートを確認しながら妊婦さんの状況を確認
（面接時の受け答え、自筆の字体、漢字の使い方での
知的レベルもわかる）

井上医師監修の
20歳まで使える母
子健康手帳

6

8

喫煙歴（非行度）

禁煙状況（児への
想い）

過去の妊娠
経過

支援状況
関係性がわかる

1 2

3 4

5

7

6

8
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屋内の状況

児の状況

母及び養育の状況

支援内容

ジェノグラム

11

３ 必要なサービスの情報提供・⽀援のつ
なぎ

・予防接種、乳幼児健診、相談会など
母子保健サービスについて情報提供

・他の機関を紹介
乳房ケアを行う助産師
相談機関である「和」「ホットライン」
要保護児童対策地域協議会、児童相談所

・親子の集う場所や保育所についての情報提供

13

必要なサービスに
その場でつなげる
（タイムラグがない）

不安

怒り

悲しみ

あきらめ

児を優先して考え
られなくなる

適切な判断ができ
ない

支援①
不安が小さいうちに支援する。

不安の吐き出し。

支援②
母を認める

「大丈夫だよ」「頑張ってるよ」

支援③
ほんの少しの支援

（行政手続き、他機関へのつなぎ）

保健師ができること
～支援を求める力をつけるために～

不安の
その先に・・

直筆してもらうことで、家
族の関係がわかる

妊娠・分娩時の状況

訪問児の養育状況

1か月児健診の状況

⾚ちゃん訪問
１．児の状態の観察

10

中津市の乳児家庭全戸訪問振り分け

母子健康手帳交付

フォローあり フォローなし

要保護児童対
策地域協議会

母子保健
産科

精神科

特定妊婦

赤ちゃん訪問にて
職員フォロー

・住基情報
・出生届時の父母の様子
・兄弟児赤ちゃん訪問・乳健情報
・産科情報

職員対応
臨時職員
対応

9

２ ⺟の状態の確認（3つの質問票を実
施）

①育児支援チェックリスト

：母親に対するサポートを含めた育児環境の評価

②エジンバラ産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）

：母親の抑うつ感や不安の評価

③赤ちゃんへの気持ち質問票

：育児の負担や赤ちゃんへのさまざまな気持ちを
評価

12

母の生育歴を知る

適切な大人の支援を受けてきたか！？

その場その場で、流されてきた。
自分が我慢すればと受け入れてきた。

→自ら支援を求める力がなくなってくる

妊娠・出産・子育ては、
自分の思い通りにならな

いもの

母子保健と地域医療との連携
～ケースを重ねることで連携が形になる～

精神科

母子保健

産科・小児科

母子支援連絡票

ケース支援連絡会
継続看護連絡票

産科行政連絡会

紹介状

必要時、要保護児
童対策協議会へ
情報提供

市民病院連絡会

医師の参加できる時間帯で会議を調整
ケースの支援経過を報告

16

9 10

11 12

13

15

14

16

中津における支援拠点のイメージ図

子育て世代包括支援センター（母子保健） 学校教育

妊娠期・出産 産後・乳児期 幼児期 就学前

母子健康手帳交付
妊婦健診
両親学級
妊婦フォロー

赤ちゃん訪問
4・7か月児健診
妊婦赤ちゃん相談
離乳食講習会

1歳6か月児健診
3歳6か月児健診
幼児精密検査
フッ化物塗布
むし歯・救急講習会

5歳児相談会

児童発達支援、保育所等訪問支援、巡回支援事業など 放課後等デイサービス 就労支援

各種手当、医療の給付、居宅介護、短期入所、日中一時支援、障がい児余暇活動支援など

特定妊婦

＜就園前＞
・利用者支援事業
・地域子育て支援拠点事業（8か所）
・一時預かり事業

＜就園後＞
・認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育
・病児病後児保育

児童手当・児童扶養手当
ひとり親家庭支援
大分子育てほっとクーポン事業 こども食堂 ファミリーサポートセンター事業 ホームスタート
子育てサークル支援 ショートステイ事業、レスパイトケア事業 子育て応援教室（ペアレントトレーニング）

＜就学後＞
・放課後児童クラブ
・長期休暇時の児童クラブ

要保護児童対策地域協議会

市区町村子ども家庭総合支援拠点

学校教育課（学校支援係） ＳＳＷ、ＳＷの
配置
生徒指導、生活指導、不登校、教育相談、
就学・就園相談、特別支援教育
いじめ防止対策協議会

ＳＣ
養護教諭部会

小学校 中学校 高校

利用者が選べる

障がい福祉

19

中津市相談種類別件数（H30年度要対協受理件数）

養護（虐待） 養護（その他） その他 合計

H30年度 134 196 2 332

内容 件数

身体虐待 32

心理虐待 79

ネグレクト 23

内訳 件数

家族環境 94

失踪・死亡 4

保護者の精神疾患 43

性格上の問題 55

面前ＤＶ、児相から
のケース送致

養護その他で受理して
いても、虐待で児相に
通告することもある

21

家庭訪問 ケース会議

事前情報を入れて訪問するこ
とで、効果的な訪問にする。

（保護者の困りを引き出すよう
な質問など）

ケースに必要な社会資源につ
なげるために、支援者や事業
を知っておく。

実務者会議（支援方針の決定）

訪問支援の継続 所属機関の見守り支援
他機関への紹介
（障害福祉など）

児童相談所との共同管理台帳に登載

児相、市、共に新規ケースを搭載し、継続ケースと共に月1回の連絡会で
報告・協議。役割分担の確認。
終結ケースについても連絡会で報告して終結。次の支援機関に渡す。

市、児相、児童家
庭支援センター、
母子保健、教育
委員会、警察

23

通告時の対応（２） 支援・指導

子育て世代包括支援センター

重症⼼⾝障害児（者）在宅療養⽀援体制構築
⼩児等在宅医療連拠点事業

学童期・思春期から
成⼈期に向けた保健対策

学校

放課後児童健全育成事業
放課後児童クラブ・放課後⼦ども総合プラン

⼩ 学 校 中 学 校 ⾼等学校 ⼤学校

⼦ども・⼦育て新システム（内閣府）
⼦ども・⼦育て⽀援法 及び 総合こども園法

教育⽀援センター（適応指導教室）事業 / スクーリング・サポート・ネット
ワーク事業（SSN） / いじめ防⽌対策協議会事業 / ニート・ひきこもり対策

障害者総合⽀援法（⾃⽴⽀援給付・地域⽣活⽀援事業等） / 障害者虐待防⽌法 / 障害者差別解消法等
児童発達⽀援センター

⼦供の貧困対策事業

要保護児童対策地域協議会

1.教育の⽀援 5.調査研究・施策の
2.⽣活の⽀援 推進体制等
3.保護者に対する

就労の⽀援
4.経済的⽀援

特定妊婦

市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点

1.要⽀援児童及び要保護児童等への⽀援業務
・ニーズアセスメント
・リスクアセスメント
・緊急アセスメント

2.在宅⽀援計画策定と⼦ども家庭⽀援の継続
3.関係機関との連絡調整

・要保護児童に関する児相との共同台帳作成
・保育所等児童福祉施設、幼児教育施設や学
校等⼦どもが家庭外で⽣活する機関との連携

4.⽀援状況の確認とアセスメントの継続

厚生労働省：平成
30年度子ども・子育
て支援推進調査研
究事業：鈴木秀洋
研究代表．平成31
年３月．①「市区町
村子ども家庭総合
支援拠点の設置促
進に向けた支援手法
に関する調査研究」
報告書．②スタート
アップマニュアル：市区
町村子ども家庭総
合支援拠点設置に
向けて．

鈴木秀洋研究所
HPから下記資料
ダウンロード可

18

母子保健情報＝
保護者理解・必要な支援につながる

妊娠を知ったときの気持ち（望んだ妊娠か？） 過去の精神科受診歴
家族構成、支援者の有無 妊婦健診状況 特定妊婦

産後うつの有無、 赤ちゃんへの気持ち
夫婦（家族）関係や支援状況、育児手技・技術、母の対処能力
発育発達状況、乳児健診・予防接種状況
（児のケアが行えているか）

妊娠期

乳児期

幼児期

1歳6か月児健診、3歳6か月児健診（児の発達特性の有無）
児の自我がでたときに母が対処できていたか？
言葉の遅れ（養育環境が影響しているか？）
しつけ方法

リスク評価にも役
立つ

17

中津市子育て支援課 相談支援係

行政事務職員（1名）・・・子育て支援拠点（市内８か所）・ショートステイ

利用者支援員（1名）・・子育て情報誌の作成、窓口対応（ポピュレーション）

母子父子自立支援員（1名）・・DV相談・離婚相談・ひとり親家庭相談
母子貸付相談

家庭児童相談員（1名）・・就学後児童の相談対応・訪問支援・不登校相談

保健師（2名）・・虐待相談・特定妊婦・乳幼児相談対応・訪問支援・精神保健

子ども家庭支援員（2名）・・子育てに関する相談・訪問支援

主幹（SV)・・統括

相談内容によって、相
談対応者を決める

20

通告時の対応（１） 初期対応

通告

家庭調査

係会議

係会議

住基情報・過去の受理歴

母子保健情報

妊娠届出、赤ちゃん訪問（母のタイプ、既往の有無、家族関係）
乳幼児健診（健診カードの確認、発育発達状況）
予防接種状況（スケジュール通りか？）
医療情報（救急受診歴、かかりつけ医など）

所属機関（保育所・学校）

登園登校状況、児の様子、保護者の様子、愛着関係、
養育状況、集金状況など

30分以内に情報を把
握することができる！

今の情報も大切だが、
過去の情報も大切。

福祉情報

児童手当・児童扶養手当（ひとり親医療）・生活保護・
障がい福祉

22

支援が途切れな
いようにつなぐ！

出典：井上登生（2017）.児童福祉法改正と児童虐待発生予防.
教育と医学：767（5）：388-397.を引用し改変. 24
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90 9190 91

第４分科会 第４分科会

②人事交流・他課との連携

保健師の人事交流

子育て支援課

地域医療対策課
（母子保健）

社会福祉課
（障害福祉）

介護長寿課

市民病院

母子保健（要保護担当）と
子育て支援課保健師との
人事交流。

・お互いの事業、ケースを
理解したまま、異動できる
メリット！

・お互いの業務内容を熟
知しているために、役割分
担、配慮ができる！

他課との連携

障

害
福
祉

生

活
保
護

保
育
施
設
運
営
室

子
育
て
支
援
係

子ども家庭係
（児手・児扶）

相談支
援係

カウンター

相談室 相談室 相談室

・ケースを拾いやすい（今、こっちに来てるよ！）
・職員に声をかけやすい
（相手の状況をみて声を掛けることができる）

母子保健 学校教育

社会福祉課 子育て支援課

27

「当事者にとって、つなぐの意味」
〜担当者のバトンタッチではなく、

応援者が増えると思ってもらうために〜

一時保護・措置 家庭復帰

・かるがもステイ
・家族応援会議

要対協として終結

母子保健・学校へ見
守り支援依頼

情報提供

児童相談所

要保護児童地域対策協議会

子ども家庭総合支援拠点

母子保健・教育委員会（学校）

出典：井上登生、上村祥子、古屋康博（2017）.小規模市町村における子ども虐待予防活動 大分県中津市における取り組み Ⅱ児童福祉 子育て支援課・児童
家庭支援センター編 .子ども虐待医学（2017.8 ）を引用し改変。 29

「顔の⾒える連携」

分野 参加施設／機関 ⽉1回

福祉
児童養護施設、⺟⼦⽣活⽀援施設、
児童⼼理治療施設、児童家庭⽀援センター
地域⼦育て⽀援センター、障害児⽀援施設、
市児童福祉《⼦育て⽀援課》、児相

保健
医療

⼩児科医【井上⼩児科医院⻑】
保健所、市⺟⼦保健

教育 教育委員会、⾼校養護教諭
学校スクールカウンセラー、ソーシャルワーカー

スペシャルケア研究会
（児童家庭⽀援センター）

分野 参加施設／機関 ⽉１回

福祉
中津児相
児童養護施設（管理職、保育⼠、⼼理⼠、ＦＳＷ）
児童家庭⽀援センター
市児童福祉《⼦育て⽀援課》

保健 中津児相管内⺟⼦保健 保健師
教育 教育委員会、学校スクールカウンセラー

ソーシャルワーカー、⾼校養護教諭

家族⽀援研修会（児童相談
所）

①一次予防・二次予防・三次予防を担う支援者たちが集う勉強会

分野 参加施設／機関 ３か⽉毎
医療 ⼩児科医【井上⼩児科医院⻑】

市⺠病院医師
産科助産師、在宅助産師

保健 市⺟⼦保健
保健所、市⺠病院⼩児科保健師
近隣町村保健師

福祉 中津児相、児童家庭⽀援センター
市児童福祉《⼦育て⽀援課》

⺟⼦保健研究会（⺟⼦保健）

分野 参加施設／機関 ３か⽉毎

福祉
中津児相、児童家庭⽀援センター
市児童福祉《⼦育て⽀援課》、保育所
障がい児 福祉サービス事業所
障がい児 親の会（代表者）

保健 市⺟⼦保健、保健所

教育 教育委員会、学校スクールカウンセラー
ソーシャルワーカー、特別⽀援学校

⾃⽴⽀援協議会⼦ども部会
（障害福祉）

Ｓ
Ｖ

Ｓ
Ｖ

出典：井上登生、上村祥子、古屋康博（2017）.小規模市町村における子ども虐待予防活動 大分県中津市における取り組み Ⅱ：児童福祉 子育て支援課・児童
家庭支援センター編 .子ども虐待医学（2017.8 ）を引用し改変. 26

途切れない支援のために・・「連携」

「顔の⾒える関係」

「機能・事業を知る」

「当事者にとって、
つなぐの意味」

25

「機能・事業を知る」

保健所
保育所
幼稚園

子育て支援セン
ター・拠点施設

等

医療機関

学校教育

児童相談所

児童家庭支援
センター

障がい福祉課

生活保護 他市町村

ＳＳＷ

ＳＣ社会福祉協議会

託児所

・このことはあの人に相談しよう！
・あそこなら、引き受けてくれるかな！？

・それぞれの機関の役割・事業内容を知る
・その機関の強みと限界を知る
→ケースに合った支援策を選べる
・直接的な支援機関との役割分担

障がい事業所

28

家庭復帰後の⽀援のつなぎ〜かるがもステイ〜

親⼦分離がされているケースを対象に、児童家庭⽀援セ
ンターにて⽀援宿泊等をしながらの⽣活訓練や親⼦関係改善
のためのプログラムを⾏うとともに、⾏動観察を⾏い、必要
な情報の提供と家庭復帰の可否等の適切な判断を⾏う。

出典：大分県中津児童相談所（家族支援チーム「奏」；かなで）作成（2017）：家族支援チームが奏でる家族支援の手引き～家族の笑顔をふやす支援のため
に～.（子どもの虹情報研修センターのHPよりダウンロードできます）

30

•「３つの家」を使った「家族応援会議」を⾏い、「⼼配なこと」
「うまくいっていること」「これからの希望」の３つの項⽬について
整理して、「外出」「外泊」「家庭引き取り」に向けて保護者も含め
た関係機関が⼀緒になって情報整理と情報共有を⾏い、今後について
話しあっていく。

• 「３つの家」は、問題の当事者である⼦どもや家族を中⼼において、
家族側と援助者側が⼀緒に状況のアセスメントやプランニングを⾏う
⼿法

家庭復帰後の⽀援のつなぎ〜家族応援会議〜

25 26

27 28

29 30

鈴木 智氏　資料

○南房総市では教育委員会に「支援拠点」を設置しました。
母子保健や福祉給付事務等は保健福祉部が担い連携する体制を選択しました。

○支援拠点の設置や運営に関する基本的な方針は次のとおりです。
① 子どもの育ちの問題の情報の一元化を図る

② 18歳までの子どもの連続的・一体的な支援体制をつくる
③ 子どもの所属機関との連携を強固にする
④ 保健福祉部との情報や支援方針の共有を日常的に行う
（以下は小さな自治体のため，発達支援や不登校支援等の機能をもつ組織を
別に整備することは難しいとの考えからの方針です）

⑤ 虐待等の養育問題に限らず，子どもの多様な問題に対応できる組織にする
⑥【家庭児童相談】【特別支援教育(発達)】【適応指導】の３業務を柱にする
⑦ 子どもの所属機関での生活の様子を直接モニタリング・スクリーニングする
※⑤～⑦は情報の一元化や一体的支援につながりました。

○子どもの育ちの問題のとらえと対応体制を次のように考えました。
①問題は「発達」「養育」に大別でき，それが背景になり「虐待」を引き起こす。
②子どもの問題の背景は単一ではないため，いろいろな専門性をもった者がチー
ムで支援にあたる必要がある。可能な限り支援拠点内でそれを行う。

③ケースに応じて３業務が連携・融合して支援活動を進める。

～ 提案のあらまし ～

★養育や子ども支援の体制を見直す必要がある
・子どもの育ちは一連のもの
●育ちや養育の情報の一元化
●０歳から18歳までの連続的・一体的支援体制の構築
●重複・多様な養育課題への対応

〇不適切養育のみならず「発達」「不登校」等にも対応できる
組織が望ましい。

〇子どもの所属である保・幼・小・中との密接な連携は重要で
あり，「教育」部門にその拠点をおくことが有効だろう。

＜南房総市が考えたこと＞

教育委員会に養育や子ども支援の拠点を置く

（本市の規模や支援資源を考えると）

❖平成25年度から子ども支援体制の改善に着手，その延長に支援拠点

・発達問題への早期対応，要対協の移管，保幼の子ども園化，…

❖小規模Ａ型，教育委員会内に設置（平成29年度）

・「教育相談センター」の通称で運営，設置要綱あり

❖0歳から18歳までの児童対応を一元化し，一体的支援の拠点

・要対協や保育所を子育て支援課から移管

❖母子保健や福祉給付事務は保健福祉部が担い連携

・連携の要の保健師を教育相談センターに配置

❖【家庭児童相談】【特別支援教育(発達)】【適応指導】 の３業務が柱

・重複，多様な問題への対応

❖保育所，幼稚園，小・中学校と密接なつながり
・０歳から１５歳までの所属組織の設置者として連携できる強み

■南房総市の支援拠点１

＜「支援拠点」の概要＞

人口減少は全国の多くの自治体で進みつつある問題です。
人口が増加や維持されていたとしてもその要因は社会増がほとんどで，一方で自
然減や社会減の進む自治体が多くあります。
推計によれば25年後に現在の人口を維持しているのは東京都のみ。
その東京都も高齢化は例外ではありません。

日本の自治体(都道府県・市区町村)はこの問題に向き合うことを迫られています。

「子どもを守るしくみづくり」は国や自治体の対応に大きく左右されます。
現在，人口減少に直面している自治体はもちろんですが，早晩，すべての自治体
がそのようななかで「子どもを守る」ことを余儀なくされます。

分科会のテーマ「子どもを守るしくみづくり」を考えるとき，人口減少自治体の
存在を視野に入れることも意義深いと考えました。

千葉県南房総市は人口減少，高齢化，少子化が顕在化している自治体です。

職員数も，合併による発足時から13年間で約27%少なくなりました。
ある意味では全国の最先端を歩んでいるといえます。

このようなことから，「人口減少の進む小さな自治体が取り組む支援拠点」とい
う視点も踏まえながら提案することにしました。

まず ～ この提案にあたっての考え ～

201９/１１/１７

千葉県南房総市教育委員会
教育相談センター長 鈴木 智

人口減少の進む小さな自治体で立ち上げた支援拠点

～ 子どもの多様な問題に対応できる組織づくり ～

子どもの虐待防止推進全国フォーラム in とっとり

第４分科会「地域支援 ～子どもを守るしくみづくり～」

南房総市

❖発 足 平成１８年３月（６町１村合併）

❖面 積 ２３０ｋｍ２（沿岸・田園・山間）

❖人 口 約３８,０００人（10年間で13.5%減）

❖児童数 約４,１００人（10年間で約7％減）

❖出生数 １１５人（平成30年・10年前の50%減）

❖高齢者 約１７,０００人（人口の約45％）

南房総市
チーバくん

★人口減少
★少子化
★高齢化
★田 舎

・東京駅までバスで８０分
（３０分間隔）

＜子どもの問題への対応の考え方＞

〇子どもの問題の背景は単一ではなく，様々な要因が重複していること
が多い。
（一例）
・不登校が主訴の場合，その背景に家庭での不適切養育や家族関
係の悪さがある。

・虐待や不適切養育が主訴の場合，背景に子どもの発達上の課題
がある。

・発達の問題に起因して不登校状態になっている。
・不登校状態に起因して心理的虐待が引き起こされる。

〇家庭児童相談や発達，適応指導の担当者がチームになって対応する意
義がある。多くの場合，子どもの所属も常時連携して対応する組織に
する。

❖「要対協業務」と「保育所」は子育て支援課（保健福祉部）が所管していた。

＜利点＞

〇子育て支援課は母子保健や手当給付事務との連携がとりやすい。

・健康支援課や社会福祉課とともに保健福祉部に属する

＜課題＞

▲教育委員会所管の幼・小・中と要対協は円滑な連携が図れない。

・幼・小・中職員と要対協担当者はお互いに顔が見えない

・県費負担教職員には市の組織，業務，担当者がほとんどわからない

・保・幼・小・中に要対協が認知されていない

▲乳幼児と就学後児童の支援の主体が分かれ，情報把握や支援の継続性

に課題がある。

▲教育委員会に相談・支援機能がない。

☆支援の一元化・一体化を図る必要がある

■南房総市の支援拠点２

＜経緯①＞ 前体制(平成24年度まで)の利点と課題

1 2

3 4

5

7

6

8
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■南房総市の支援拠点５

＜令和元年度の運営の状況＞

❖人員を増やし，１４名体制にした。

❖臨床心理士が月２回勤務するようにした。

＜利点＞

〇人員増で３業務の独立性が高まり，業務の工夫が進む。

〇心理職の配置でケース対応の評価や助言を得られる。

〇保・幼・小・中の養育問題への認識の高まりが続く。。

〇３業務の連携がいろいろな形でできるようになる。

〇関係他機関との連携がこれまで以上に高まる。

・「南房総市のことは教育相談センターへ伝える」ことの定着化

＜課題＞

▲職員数が増えたために互いの仕事が見えにくい。

▲３業務の連携のあり方の模索が続く。

発 達

・発達障害
・特性

・こだわり
↓

不適応

養 育 虐 待

・養育方針
・家族関係

・家 計
・病 気

・成育歴

↓
不適応

・心理的
・身体的

・ネグレクト
・性的

❖「発達」「養育」問題が背景となり「虐待」を引き起こす

（南房総市試案）

■支援拠点の組織・理念・運営２

＜子どもの問題のとらえ方①＞

適 応 指 導

家庭児童相談 特別支援教育

■支援拠点の組織・理念・運営４

＜子どもの問題に対応するための運営組織の考え方＞

❖10名体制で教育相談センターを開設した。

・業務の柱は【家庭児童相談】【特別支援教育(発達)】【適応指導】

※教育相談センターを「支援拠点」に位置づけた。

＜利点＞

〇組織的な運営と対応力が大きく高まる。（以前は個人の力に左右された）

〇保健福祉部と円滑に連携できるようになる。

〇保・幼・小・中の養育問題への認識が高まる。

〇養育，発達，不登校等の問題に総合的に対応できるようになる。

〇関係機関への認知度が高まり，連携状況が大きく高まる。

＜課題＞

▲業務を進めながら望ましい体制をつくりあげるとの考えで臨んできた

が，ケースを重ねるごとに体制上の課題が次々に出てくる。

▲当初，２年程度で体制が固まると予測したが無理だった。

■南房総市の支援拠点４

＜経緯③＞ 現体制(平成29年度から)の利点と課題

❖要対協と保育所を教育委員会に移管した。(保健師と家庭児童相談員が異動)

❖保育所と幼稚園を一体化した子ども園を開設した。

＜利点＞

〇要対協が幼・小・中職員の会議で発信しやすい。

〇保・幼・小・中職員の要対協への認識が高まり始める。

〇保育所から幼稚園で一体的支援ができるようになる。

＜課題＞

▲要対協と保健福祉部の連携が円滑に進められない。

・連携要領がよくわからない。（徐々に改善）

▲教育委員会に相談・支援機能がない。

☆組織的な支援・相談機能を整備する必要がある

■南房総市の支援拠点３

＜経緯②＞ 移行期(平成25年度から28年度)の利点と課題

【南房総市教育委員会】

■教育総務課 ■子ども教育課 ■生涯学習課

●総務係

●給食係

◇学校再編整備室

●教育係

●支援係

●社会教育係

●スポーツ振興係

★教育相談センター

●子育て支援センター

■支援拠点の組織・理念・運営１

＜組織の位置付け＞

虐 待

発 達

（南房総市試案）

養 育

① ②③

６
５４

■支援拠点の組織・理念・運営３

＜子どもの問題のとらえ方②＞

・受理した際に６つの区分をもとに支援チームを組織する

家庭児童相談 特別支援教育 適 応 指 導 備 考

1

正
職
員

係長・指導主事 子ども家庭支援員

2 主査・センター長 子ども家庭支援員

3 ★主査・保健師 子ども家庭支援員

4 ★指導主事

5 ★指導主事

6

非
常
勤
職
員
�
週
３
�
５
�

特別支援教育相談員

7 特別支援教育相談員

8 教育相談員

9 家庭児童相談員 虐待対応専門員

10 家庭児童相談員 虐待対応専門員

11 教育相談員

12 教育相談員

13 教育相談員

14 教育相談員

★：各業務の主任

＜職員数と業務別配置＞ ■支援拠点の組織・理念・運営５

9 10

11 12

13

15

14

16

家庭児童相談 特別支援教育

適 応 指 導

■支援拠点の組織・理念・運営８

＜本センターの強みとするところ＞

＜家庭児童相談＞

＜特別支援教育＞

＜適 応 指 導＞

① 要保護及び要支援児童，特定妊婦の支援
② 養育に悩みのある保護者や家族等の支援
③ ①②にかかわる児童の所属機関の支援
④ 要保護児童対策地域協議会の調整機関事務
⑤ 子ども家庭総合支援拠点事務
⑥ 子ども・若者総合相談センター事務

① 発達や特性に課題のある児童・養育者の支援
② 保育所・幼稚園・小学校・中学校の巡回スクリーニング
③ 所属機関の特別支援教育体制づくりの支援
④ 保育所・幼稚園のことばの巡回指導
⑤ 子育て支援センターとの連携事務
⑥ 乳幼児健診及び就学時健診での相談
⑦ 新規保育所入所児の面談

① 子ども教室「スマイル」の運営（不登校支援）
② 登校や適応に課題のある小・中学生及び保護者の支援
③ 高校生及び在宅児・者の自立支援

■支援拠点の組織・理念・運営７

＜手がける具体的業務＞

家庭児童相談

❖重複・多様な課題に対応する職員配置

特別支援教育

適 応 指 導
正職員

非常勤

■支援拠点の組織・理念・運営６

＜子どもの問題のとらえ方①＞

家庭児童相談 特別支援教育

適 応 指 導

～ ３業務の機能の連携と融合 ～

■支援拠点の組織・理念・運営９

＜業務の専門性を生かした対応の実際＞

17 18

19 20
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児
童
虐
待
を
防
ぐ
た
め
に
、
教
育
現
場
で
留
意
す
べ
き
５
カ
条

 
 

鈴
木
 
智

 
南
房
総
市
教
育
委
員
会
教
育
相
談
セ
ン
タ
ー
長

 
 私
は
、
学
校
等
に
勤
務
し
た
後
、
４
年
前
か
ら
千
葉
県
南
房
総
市
の
「
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠

点
」
の
統
括
業
務
に
携
わ
っ
て
い
る
。

 
学
校
で
は
児
童
虐
待
へ
の
対
応
に
大
い
に
戸
惑
っ
た
。
そ
の
最
た
る
も
の
は
認
知
の
難
し
さ
と
通

告
へ
の
迷
い
だ
っ
た
。
前
者
は
虐
待
の
見
え
に
く
さ
、
後
者
は
親
と
の
関
係
悪
化
の
心
配
か
ら
で
あ

る
。

 
教
育
現
場
か
ら
児
童
福
祉
の
最
前
線
の
一
端
に
身
を
転
じ
る
と
様
々
な
こ
と
が
見
え
て
き
た
。
保

育
所
、
幼
稚
園
を
含
む
学
校
の
教
職
員
に
認
識
し
て
ほ
し
い
こ
と
の
一
部
を
私
見
と
し
て
述
べ
る
。 

子
ど
も
は
学
校
生
活
で
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
 

虐
待
事
例
を
受
理
し
た
際
、
学
校
に
問
い
合
わ
せ
る
と
、「

学
校
で
は
よ
く
や
っ
て
い
る
」「

問
題

は
感
じ
な
か
っ
た
」
と
の
回
答
を
得
る
こ
と
が
実
に
多
く
あ
る
。
不
適
切
な
養
育
環
境
に
あ
る
子
ど

も
は
、
学
校
生
活
で
成
就
感
や
存
在
感
を
得
て
、
自
身
の
心
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
っ
て
い
る
よ
う
に
見

え
る
。
学
校
で
は
子
ど
も
の
姿
の
ご
く
一
部
し
か
垣
間
見
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
そ
の
こ
と
を
学
校

勤
務
の
頃
は
ほ
と
ん
ど
認
識
し
て
い
な
か
っ
た
。

 
「
学
校
で
よ
く
や
っ
て
い
る
」
は
、
そ
の
子
の
安
全
を
評
価
す
る
有
効
な
指
標
に
は
な
り
得
な
い
。 

子
ど
も
は
容
易
に
相
談
し
な
い
 

子
ど
も
は
、
家
庭
内
で
の
辛
い
で
き
ご
と
を
「
大
丈
夫
」「

こ
れ
く
ら
い
」
と
思
い
込
み
、
自
身
を

保
つ
こ
と
が
少
な
く
な
い
。
あ
る
種
の
正
常
性
バ
イ
ア
ス
で
あ
る
。
健
康
な
心
が
歪
め
続
け
ら
れ
る
。

教
職
員
に
相
談
し
よ
う
と
す
る
閾
値
に
は
大
き
な
個
人
差
が
あ
る
。
容
易
に
相
談
し
な
い
こ
と
を
念

頭
に
お
き
、
子
ど
も
と
か
か
わ
っ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
Ｓ
Ｏ
Ｓ
を
発
信
す
る
構
え

や
手
立
て
を
し
っ
か
り
教
え
て
い
く
こ
と
が
必
要
な
時
代
で
あ
る
。

 
心
身
の
安
全
に
関
す
る
こ
と
で
は
安
易
な
約
束
を
し
な
い
 

家
庭
内
の
様
子
を
外
部
か
ら
窺
う
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
虐
待
な
ど
の
不
適
切
養
育
は
、
い
わ
ば

密
室
で
行
わ
れ
悪
化
し
て
い
く
。
子
ど
も
か
ら
相
談
さ
れ
た
際
、「

他
の
先
生
や
親
に
は
言
わ
な
い
」

と
の
安
易
な
約
束
は
決
し
て
し
て
は
な
ら
な
い
。
虐
待
の
密
室
性
に
教
職
員
自
身
が
加
担
す
る
こ
と

に
な
る
。

 
「
あ
な
た
の
安
全
は
み
ん
な
で
考
え
る
」
と
の
姿
勢
で
対
応
す
る
。
密
室
性
を
取
り
除
く
こ
と
が
、

虐
待
の
改
善
や
解
決
へ
の
第
一
歩
と
考
え
て
い
る
。

 
学
校
は
児
童
虐
待
を
解
決
す
る
機
関
で
は
な
い
 

学
校
は
子
ど
も
た
ち
の
諸
問
題
に
真
剣
に
取
り
組
む
機
関
で
あ
る
。
そ
の
組
織
力
と
経
験
則
に
は

優
れ
た
も
の
が
あ
る
。
し
か
し
虐
待
が
疑
わ
れ
る
場
合
で
も
、
軽
微
な
も
の
と
判
断
し
学
校
の
み
で

対
応
す
る
例
が
散
見
さ
れ
る
。
そ
の
際
、
保
護
者
と
の
関
係
性
を
重
視
し
が
ち
で
あ
る
。
私
も
勤
務

校
で
そ
の
よ
う
な
考
え
で
臨
ん
だ
こ
と
が
あ
る
。

 
し
か
し
、
不
適
切
養
育
は
、
保
護
者
と
の
関
係
性
で
は
ほ
と
ん
ど
解
決
で
き
な
い
こ
と
を
今
は
実

感
し
て
い
る
。
い
ち
早
く
関
係
機
関
に
通
告
し
、
連
動
し
て
対
応
に
あ
た
る
べ
き
で
あ
る
。
他
機
関

が
学
校
以
上
に
情
報
を
把
握
し
て
い
る
場
合
も
少
な
く
な
い
。
そ
も
そ
も
学
校
は
児
童
虐
待
や
不
適

切
養
育
を
解
決
す
る
役
割
を
担
う
機
関
で
は
な
い
。

 
疑
わ
れ
る
情
報
を
得
た
ら
、
た
め
ら
わ
ず
に
通
告
す
る
 

あ
る
学
校
が
得
た
情
報
は
些
細
な
も
の
だ
っ
た
。
き
ょ
う
だ
い
の
所
属
す
る
別
の
学
校
に
問
い
合

わ
せ
て
話
を
総
合
す
る
と
、
明
ら
か
に
虐
待
相
当
と
判
断
で
き
、
即
日
一
時
保
護
に
な
っ
た
例
も
あ

る
。
虐
待
が
疑
わ
れ
る
情
報
を
得
た
場
合
、
問
題
を
過
小
評
価
し
た
り
、
様
子
を
見
る
こ
と
に
し
た

り
す
る
判
断
は
誤
り
で
あ
る
。
た
め
ら
わ
ず
に
通
告
す
べ
き
で
あ
る
。

 
「
子
ど
も
の
心
身
を
守
る
」
う
え
で
学
校
は
一
つ
の
砦
で
あ
る
。
通
告
し
た
も
の
の
問
題
性
は
な

か
っ
た
と
い
う
「
空
振
り
」
は
大
い
に
認
め
ら
れ
て
よ
い
。
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
の
は
「
見
逃
し
」

で
あ
る
。

 
校
長
時
代
、
私
は
た
め
ら
い
続
け
た
末
に
市
の
担
当
者
に
背
中
を
押
さ
れ
通
告
し
た
。
子
ど
も
は

一
時
保
護
さ
れ
た
。
保
護
者
と
は
ト
ラ
ブ
ル
に
な
ら
ず
、
後
日
、
父
か
ら
丁
寧
な
あ
い
さ
つ
を
い
た

だ
い
た
。

 
出
典
：「

虐
待
死
を
防
ぐ
た
め
に
自
治
体
現
場
に
足
り
な
か
っ
た
も
の
」（

仮
）
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林 和子氏　資料

家庭児童相談室・

やまぐち子育て福祉
総合センター・

やまぐち母子健康
サポートセンター

調整機関（家庭児童相
談室）

やまぐち母子健康
サポートセンター

山口市における体制の位置づけ（※国が想定す
る全体イメージを参照）

子ども家庭総合支援拠点３つの機能
～場所は違えど、心はひとつ～

①母子健康サポートセンター
（通称：母子サポ）

平成２８年１０月開設
課長が兼任するセンター所長
専任保健師１名、
助産師１名、
母子保健担当の兼任保健師２名
計５名の職員体制

②やまぐち子育て福祉総合センター
（通称：やまこそ）

平成２６年４月開設

センター所長（公立幼保経験、元保育園長）

主任保育士１名

保育アドバイサー（元公立幼稚園・保育園長）２名

発達障がい児支援相談員１名

子育て支援コーディネーター（地域ひろばの拠点）１名

計６名の職員体制

は じめに

山口市は、本州最西端となる山口県のほぼ中央に位置
します。

面積・・・１０２３．２３ｋ㎡
人口・・・１９４，９８７人（Ｒ１．７月現在）

児童人口は年々減少しており、
約３２，０００人です。

「西の京やまぐち」としての歴史と
豊かな自然が共存する文化都市、

山口市です。

山口市３つの機能を連携した
子ども家庭総合支援拠点
（機能連携型総合支援拠点）

やまぐち子育て福祉総合センター 林 和子

山口市子ども家庭総合支援拠点と関係機関との連携
（ネットワークのイメージ）

やまぐち子育て

福祉総合

センター

家庭児童

相談室

やまぐち母子

健康サポート

センター

こども未来課
保育幼稚園課

教育委員会

（学校教育課）

人権推進課

障がい福

祉課

県男女共同参画

相談センター

県中央児童相

談所

警察

子育てはぐくみ

ネット

（地域子育て

支援拠点）

児童館

ファミリー

サポート

センター

育児サークル

放課後児童ク

ラブ

保育所

（園）

幼稚園

認定こども園

療育機関

母子保健

推進員

母子生活

支援施設

児童養護

施設

小学校

中学校

高等学校

ＳＣ・ＳＳＷ

医療機関

民生・児童委員

主任児童委員

社会福祉

協議会

地域づくり協

議会
ＮＰＯ

連携

地域福祉課

子育て保健課

（母子保健

担当）

行政関係

機関

地域の支援機関

家庭支援拠点

（中核機関）
連携

連

携

連

携

資料③

母子健康サポートセンターは、

妊娠から出産、子育てに関する様々な相談にタイム

リーに対応し、保健センターの地域担当保健師と連

携して、切れ目のない支援につなげていく役割を担

っています。

具体的には、特定妊婦のいる家庭や産後に母乳育

児や育児不安が強い場合などに訪問支援を行い、

個別に心身のケアや育児のサポートなど、きめ細か

く支援する産後ママの子育て支援事業を行っていま

す。

やまぐち子育て福祉総合センターは、

次世代育成支援行動計画における重点的な取り
組みに掲げた「子育て支援のネットワークづくり」の

拠点として整備されました。子ども子育てに関する
総合案内窓口であり、家庭のニーズに合った支援
が円滑に利用できるよう情報提供や相談・援助を
行なっています。

また、市内の地域子育て支援拠点２７箇所と
「母子サポ」と一体となって妊娠期から子育て期に
わたり切れ目のない支援を行っています。

1 2

3 4

5

7

6

8
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第４分科会 第４分科会

～子育て家庭が笑顔で安心して地域で過ごす～

① 利用者支援

・ 保育園と併設しているため、就園前の乳幼児を連

れて幼保の入園相談ができることや入園後の環境

や子どもの様子が実感でき、親子で気軽に立ち寄れ

る場となっています。

・各地域の保健センターで開催される母子相談会に

出向き育児相談や子育て情報の提供を行っている。

・心の不安感が強い母親の負担を軽減するために、

お喋り会や同行支援を行っています。産後ケア施設

に出向き緊急一時保育利用や保育園の情報提供も

行っています。

③ 人材育成

・保育園、幼稚園、子育て関係者のスキルアップ研修

を行い、資質向上を図ると共に相互の交流の場にも

なっています。

・山口市は待機児童が多く、保育士不足も深刻です。

そこで、保育士確保のために「保育士資格応援講

座」や「保育士再チャレンジ講座」を開催する等、保

育人材の育成にも取り組んでいます。

・虐待に関する研修会（講演会）を毎年開催し、虐待

予防のために知識や手立てを学んでいます。

・幼児発達支援学級を開催し、発達支援の力量を高

めています。

家庭児童相談室は、

母子保健を担当していた保健師を配属したことで、

児童福祉と母子保健の連携がスムーズになり、必要

な情報の伝達、共有化が図られ、迅速な支援につな

がっています。具体的には、養育が不適切と思われる

家庭への訪問や相談、助言等を行う他、幼稚園・保育

園に出向き様子を確認し、関係機関での情報共有に

役立てています。

山口市の要保護児童対策地域協議会の調整機関を

担い、ケース進行会議（月１回）を開催して虐待の早

期発見・早期対応につなげています。

③家庭児童相談室

平成１９年６月開設
家庭相談室長、
社会福祉士１名、
保健師１名、
家庭児童相談員２名、
母子父子自立支援員２名、
養育支援員（元公立保育園長）１名、
計８名の職員体制

② 地域連携

・地域子育て支援拠点の保育所型（１５）・地域

型（１２）の計２７ヶ所をつなげる連絡会議や、

地域型保育事業園８ヶ園の園長会議を立ち

上げ、保育者や地域子育て支援者の連携を

図っています。

・育児サークル、子育て支援団体の連絡会を行

い情報を共有しています。

・主任児童委員さん、母子推進委員さん等と情

報を共有し連携しています。

おわ り に
• 「母子サポ」「やまこそ」「家児相」の更なる連携体制
を強化することが必要です。“場所は違えど、心はひ

とつ”を合言葉として、３事業所の強みを活かして社

会的養護が必要な子どもとその家族を支援していき

たいと考えています。

・「やまこそ」は、虐待を未然に防ぐ防波堤となり、子育

て不安の母親に一層寄り添って支援していきたいと

思います。

・これからも３事業所の職員の豊かな人材(財)と結束
力を維持・向上していくために、連携と学びを大切に

していきたいと思います。

9 10

11 12

13

15

14

16

三谷 裕之氏　資料

健康こども部 （平成３０年５月）

健康こども部

鳥取市保健所

総
務
企
画
課

�
�
�
家
庭
課

障
�
�
者
支
援
課

健
康
支
援
課

生
活
安
全
課

健
診
推
進
室

中
央
保
健
�
�
�
�

保
健
医
療
福
祉
連
携
課

�
�
�
家
庭
相
談
�
�

�
�

�
�
�
発
達
支
援
�
�

�
�

児
童
発
達
支
援
�
�

�
�

若
草
学
園

発
達
支
援
係

特
別
支
援
教
育
係

各係各係各係

鳥
取
東
健
康
福
祉
�
�

�
�

各係 各係 各係

⼦育て世代包括⽀援セン
ター

こそだてらす
⼦ども家庭総合⽀援拠点

総合支所

市
民
福
祉
課

児童福祉法・児童虐待防止法、母子保健法等による

妊娠期からの子育て支援

平成１７年４月 中央保健センターこども家庭支援室において児童家庭相談と要保護児童の通告相談受理と支援を実施

平成２１年４月施行
児童福祉法の改正・・乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業の法定化、努力義務化

要保護児童対策地域協議会の機能強化（要支援児童と特定妊婦も対象）

平成２３年２月 早期母子支援事業開始・・・・母子健康手帳交付時に全ての妊婦にアンケートを実施

妊娠に対する思い、メンタルの状態や経済・支援者の有無等の状況を把握し、妊娠中や出産後におい
ても支援が必要と思われる妊産婦と子育て期の親へのサポートを開始。

平成２６年８月 【妊娠・出産包括支援モデル事業】・・・国のモデル事業
目的： 妊産婦等の多様な支援ニーズに応じ、妊娠から出産、子育て期までの切れ目ない支援を行う。

①母子保健コーディネーターを配置し必要な支援につなぐ母子保健相談支援事業

②妊産婦の孤立感の解消を図るために相談支援を行う産前・産後サポート事業
③産科医療機関からの退院直後の母子への心身のケアや育児サポートなどを行う産後ケア事業

平成２７年４月 こども発達・家庭支援センターが子育て世代包括支援センターの機能を有して業務を行う

平成２８年６月 児童福祉法・母子保健法・児童虐待防止法の改正
①子育て世代包括支援センター（母子健康包括支援センター）の法定化（２０２０年度末までに全国展開）
②母子保健施策を通じた虐待予防
③市町村における支援拠点の整備

平成２９年４月 子育て世代包括支援センター「こそだてらす」を設置

平成３０年５月 「子ども家庭総合支援拠点」を整備
5

Ⅱ. 子育て世代包括支援センターこそだてらす
《妊娠期から子育て期（乳幼児期）までの切れ目ない相談支援》

１．利用者支援事業（母子保健型）
・主に妊産婦及び乳幼児を対象に、実情の把握、妊娠・出産・育児に関する各種の相談に応じ必要に応じて
支援プランの策定や地域の保健医療又は福祉に関する機関との連絡調整行う。

２．妊娠・出産包括支援事業
①産前・産後サポート事業・・・電話・訪問等による相談支援

産後サロン
３．母子保健事業 ・発達相談
フォローが必要な乳幼児の保護者への保健指導

４．予防接種事業

５．地域子育て支援ネットワーク

６．保健指導・子育て支援
特定妊婦・要支援児童・要保護児童等と家庭への支援
・電話や家庭訪問、医療機関訪問等で相談支援

７．子育て相談ダイヤル
＊こども家庭相談センターと共同

7

Ⅰ. 機構等の変遷
平成１６年１１月

１市８町が合併・・・ 〇『中央保健センター』と８総合支所の『市民福祉課』で保健事業を展開

保健事業の中で児童虐待対応を行う

〇『こども家庭課』（児童家庭課）において家庭児童相談を実施

平成１７年４月・・・ 〇中央保健センター課内室として『こども家庭支援室』設置

児童家庭相談援助と要保護児童対応

平成２４年４月・・・ 〇『こども発達・家庭支援センター』に改組

家庭支援係 ・発達支援係 ・児童発達支援センター若草学園

児童家庭相談支援、虐待防止と児童の発達支援も併せて行う

平成２５年４月・・・ 〇『鳥取東健康福祉センター』新設

平成２７年４月・・・ 〇『こども発達・家庭支援センター』に子育て世代包括支援センター機能を

付加

平成２９年４月・・・ 〇中央保健センター内に子育て世代包括支援センター「こそだてらす」を

設置

平成３０年５月・・・ 〇『こども家庭相談センター』に改組 （子ども家庭総合支援拠点）

家庭・女性相談、ＤＶ被害者相談支援も併せて行う

発達支援、教育相談は『こども発達支援センター』へ移動
21

鳥取市子ども家庭総合支援拠点について

健康こども部 こども家庭相談センター
三谷 裕之

こども家庭相談センター

所長 （行政職）

こども支援グループ １４名

一般行政職４名｛正職員２名と非常勤嘱託職員１名 臨時職員１名｝

保健師２名｛正職員１名と非常勤嘱託職員１名｝

社会福祉士１名｛正職員１名｝

保育士４名｛正職員２名と非常勤嘱託職員２名｝

心理職３名｛正職員１名と非常勤嘱託職員１名 週２日の雇い上げ１名｝

女性支援グループ ３名

家庭・婦人相談員３名｛非常勤嘱託職員３名（うち１名は保育士）｝

4

利用者支援事業
（母子保健型）専任保健師

母子保健と児童福祉

母子保健
＊ポピュレーション
アプローチとハイ
リスクアプローチ

児童福祉
（各種子育て支援）
＊子育てしやすい
環境づくり 児童福祉

（発達支援）
＊親と子ども

保育者等への支援

児童福祉
（市町村子ども家
庭支援）＊親と子
どもへの支援

特定妊婦・要支援
・要保護児童

8

利用者支援事業妊娠(母子保健型)

妊娠前 妊娠期 出産 産後 子育て期

全妊産婦相談（必要に応じて妊産婦支援プランを作成し支援する）

特に支援が必要と思われる妊産婦への相談支援～妊産婦のニーズに合わせた支援のコーディネート～

妊婦健診

特定妊婦・要支援児童・要保護児童等への支援

新生児訪問指導・乳児家庭全戸訪問事業

子育て家庭支援
・多様な保育サービス ・病児、病後児保育 ・一時預かり ・休日保育 ・地域子育て支援センター

・０１２３子育て広場 ・ファミリーサポートセンター事業 ・ひとり親家庭支援事業

養育支援訪問事業・子育て短期支援事業（ショートステイ・平日日帰りステイ・トワイライトステイ）

妊娠ＳＯＳ相談

こども発達・家庭支援センター

児童相談所

乳児院・児童養

護施設

児童家庭支援

センター
学 校保育所・幼稚園等

医療機関

（産科・小児科・精神科等）

地域子育て支援

ネットワーク

子育て世代包括支援センター こそだてらす

連

絡

調

整

連
絡
調
整

産前・産後サポート事業、産後ケア事業（母子ショートステイ、母子デイサービス、乳児一時預かり）

乳幼児健診（３か月児、６か月児、１０か月児、１歳６か月児、３歳児） 発達相談

鳥取市子育て世代包括支援センター ～こそだてらす～

○全妊婦の状況を把握（母子健康手帳交付時にアンケートを

実施）し相談支援を行うとともに、必要な情報を提供する。

必要に応じ妊産婦支援プランを作成し支援する。また、

乳児家庭を全戸訪問し、乳幼児健診等の保健サービスを

通じて子どもの育ちと子育てを支援する。

○妊娠期から子育て期にわたるまで、特に支援が必要な妊産婦等

に総合的な相談支援を実施。出産後も地区担当保健師と共に継続

的に支援する。

保健センター
こども家庭相談センター

不妊・不育症への

支援

（治療費助成、相談） 産後サロン

民生児童

委員

子育て支援

センター

地域子育て支援

ネットワーク

連

絡

調

整

連
絡
調
整

1 2

3 4

5

7

6

8
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11
面接担当者( ）

鳥取市では、お答えいただいた内容をもとに安心して妊娠・出産・育児がおこなえるよう
お手伝いしていきたいと考えております。差支えない範囲で、以下の質問にお答えください。
なお、ご記入いただいた内容は個人情報として取り扱い、プライバシーを保護します。

（記入者氏名 ） 受付日 No.

利用者支援事業

《妊婦アンケート》

このような質問項目です

妊娠・出産包括支援事業

① 産前・産後サポート事業・・・・地域の実情に応じて実施

目的： 助産師、保健師等の専門家による妊産婦等の悩みや子育て

に関する相談支援により家庭や地域での孤立感の解消を図るこ

とを目的とする。

対象者： 身近に相談できる者がいないことなど、支援を受けること

が適当と考えられる妊産婦等

１）電話や家庭訪問による相談支援

妊産婦の悩みや乳幼児の発育・発達・養育等の相談

２）産後サロン

生後２か月～７か月までの母子

＊こども家庭相談センターと共同
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妊娠期からの母子保健と子育て支援
妊婦 産婦 ０歳 ６月 １．６歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 １８歳未満

保健分野

福祉分野

教育分野

ほほえみ相談

心理発達相談

（子育て・心理・保育教育相談）

ふれあい学級

心理発達相談

�
歳
児
健
診

�
�
月
児
健
診

育児・栄養・歯科に関する相談

�
歳
�
�
月
児
健
診

中央保健センター・各総合支所の保健師

こども家庭相談センターの保健師・保育士 こども家庭課

�
歳
�
�
月
追
跡
観
察
健
診

子育てサークル

地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター・ ０・１・２・３子育てひろば）

妊産婦相談

妊産婦相談支援

子育て相談ダイヤル（こども家庭相談センター・中央保健センター）

新
生
児
訪
問
指
導
�乳
児
家
庭
全
戸
訪
問

早期母子相談支援（特に支援が必要と判断した妊娠期からの相談支援）

一時預かり（保育園）・休日保育・病児・病後児保育

養育支援訪問事業（家庭訪問・カウンセリング）

子育て短期支援事業（ショートステイ・平日日帰りステイ・トワイライトステイ）

ファミリーサポートセンター事業

就学相談・教育相談

�
歳
児
発
達
相
談

保育園・幼稚園（相談・支援）

産婦の支

援（ショー

トステイ・

乳児一時

預かり）

放課後

児童クラブ

産後サロン

年少時の

発達相談

利用者支援事業（母子保健型）＝子育て世代包括支援センター

① 母子健康手帳交付時にアンケートを実施

全ての妊婦の状況を把握し相談を受ける。（必要に応じてこども家庭相談

センターの相談員も相談を受ける）

② 包括支援センター連絡会（毎月曜日、こそだてらすと支援拠点の助産師、

保健師がアンケート等を基にフォロー妊婦のピックアップと支援方針を検討）

③ 支援が必要な妊婦の「妊産婦相談支援計画」を作成し支援のコーディネート

を行う

④ フォローが必要と思われる妊婦へ妊娠８か月頃電話相談

～以下はこども家庭相談センター（主担）と地区担当保健師共同～

⑤ 産科医療機関への情報提供依頼と支援依頼

⑥ 出産後、特定妊婦は病院へ訪問⇒新生児訪問（地区担当保健師と同伴）
⑦ 支援が必要な産婦の継続支援（家庭訪問、来所相談、電話相談）

行政の関係部署や外部関係機関（医療機関、児童相談所、乳児院、

児童養護施設、児童家庭支援センター等）のコーディネートを行う。

～特定妊婦は概ね６か月児健康診査までは母子保健と共同で支援～

順調な発育発達、適切な養育の場合は、母子保健が主担となり地区担当保健師が関わる。
10

利用者支援事業（母子保健型）

妊娠初期から子育て期にわたり、妊娠の届け出等の機会に得た情報を基に、妊娠・
出産・子育てに関する相談に応じ、必要に応じて個別に支援プランを策定し、保健・
医療・福祉・教育等の地域の関係機関等のコーディネートを行い切れ目のない支援を
行う。

１）妊産婦・乳幼児等の実情を把握すること
２）妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導
を行うこと

３）必要に応じて、妊産婦相談支援計画を策定・・鳥取市は妊婦の２９.５％に作成
（平成３０年度 妊婦１,４２９人に対し４２２人に作成）

４）保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整を行い支援のコーディネートを行う。
（主に児童福祉部署が行い地区担当保健師と共同で支援）

妊産婦等にきめ細かい支援を継続的に提供し、

安心して妊娠・出産・子育てが行えるよう支援する。

9

フォロー妊婦とハイリスク妊婦・特定妊婦

フォロー妊婦４２９名

（地区担当保健師）

ハイリスク妊婦 特定妊婦

（地区担当保健師主担） （地区担当保健師と

拠点保健師）

身体医学的な 社会心理的・精神医学的

リスクが大きい リスクが大きい

ｔ

妊娠・出産包括支援事業

②産後ケア事業・・・地域の実情に応じて実施
目 的：出産直後の母子への心身のケアや育児のサポートを行うため、宿泊型によりサービスを提供し、産後

も安心して子育てができる支援体制の確保を目的とする。
対象者：家族等から十分な家事・育児等の援助が受けらない、かつ、体調不良や育児不安等がある、その他

特に支援が必要と認められる産婦及びその子。
１）電話や家庭訪問による相談支援

助産師、保健師等による授乳指導・沐浴指導等、相談員による相談支援

＊地区担当保健師と共同
２）母子ショートステイ（宿泊型）
家族等から十分な援助が受けられず、かつ、体調不良や育児不安がある産婦と生後４か月までの乳
児が最長１週間を限度に産院・助産所等に宿泊し母体ケア、乳児ケア等を受けることができる。
母子１日 ３,２００円（市民税課税世帯） １,６００円（市民税非課税世帯） ０円（生活保護世帯）

３）母子デイサービス（生後４か月まで）
母子４時間まで １,２００円（市民税課税世帯） ６００円（市民税非課税世帯） ０円（生活保護世帯）

４）乳児一時預かり〔ママゆったり〕 （生後４か月まで）
助産師による乳児の預かりと送迎時産婦に相談・保健指導を行う。
４時間まで １,０００円（市民税課税世帯） ５００円（市民税非課税世帯） ０円（生活保護世帯）
４時間超８時間までは上記の２倍

＊２）３）４）は産科医療機関、助産所等に事業委託

14

Ⅲ. こども家庭相談センター（子ども家庭総合支援拠点）
《妊娠期から子育て期・学齢期から１８歳未満の児童とその家族への

切れ目ない相談支援》
１．子ども家庭支援
子ども及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握、情報の提供、家庭からの相談・必要な情報収集、調査及び指導を行う。
並びにこれらに付随する業務を行う。また必要な支援を行う。
（１） 利用者支援事業（母子保健型）・・・子育て世代包括支援センター

・特に支援が必要な妊産婦及び乳幼児・学齢期、１８歳未満の児童を対象に、地域の保健医療又は福祉・ＮＰＯ法人等関係機関との
連絡調整、相談支援を行い子ども虐待の防止を図る。

（２） 妊娠・出産包括支援事業
①産前・産後サポート事業・・・〇電話・訪問等による相談支援（アウトリーチ型）

②産後ケア事業・・・・〇電話・訪問等による相談支援（アウトリーチ型）
〇生後４か月までの母子ショートステイ（宿泊型）
〇生後４か月までの母子デイサービス〈個人〉と乳児一時預かり〔ママゆったり〕

（３） 子育て相談ダイヤル
（４） 母子保健事業と連携（新生児訪問、乳幼児健康診査）
（５） らくだクラブ（親と子の健やか推進事業）
（６）子育て支援事業
１）養育支援訪問事業（家庭訪問、カウンセリング）
２）子育て短期支援事業（ショートステイ、平日日帰りステイ、トワイライトステイ）

（７） 特定妊婦・要支援児童・要保護児童と家族への支援
・電話や訪問等で相談支援

２．要保護児童等の通告相談受理と対応
３．要保護児童対策地域協議会（調整機関）の運営
４．妊娠ＳＯＳ相談
５．子ども家庭相談・支援、婦人相談・支援
６．ＤＶ被害者相談・支援

＊こそだてらす・地区担当保健師と共同 16

9 10

11 12

13

15

14

16

要保護児童等相談・通告受理件数の推移

19

医療機関のうち、産婦人科からの相談が９割以
上を占める

経路
児童
相談所

保健
センター

福祉
事務所他

保育園 医療機関 学校
民生児童
委員

家族親族 近隣知人 その他 合計

H２６ 43 37 33 12 66 34 0 35 7 12 279

H２７ 21 30 26 9 70 41 0 34 10 14 255

H２８ 16 27 30 18 70 36 0 30 12 10 249

H２９ 25 34 33 14 75 23 0 33 1 11 249

Ｈ３０ 25 35 54 27 77 67 0 31 5 22 343
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要保護児童対策地域協議会は三層構造

《個別支援会議》

通告や相談を受けたケースの今後の支援を検討する会議。（平成３０年度：２０１回開催）
直接ケースに関わる機関が集まり、要保護児童等の状況把握や問題点を確認し、適切な支援に向けて
検討と役割分担を行う。

参加機関：直接ケースに関わる機関や関わる可能性のある機関の担当者

《実務者会議》

実際に活動する実務者で構成する協議会の主体となる会議。（平成３０年度：６回開催）
・２か月に１回の定期的な確認（児童相談所の養護ケースと非行ケースの共有・ランク確認、
要保護児童等の要保護児童対策地域協議会ケースの共有・ランク確認）。
・要保護児童等の支援の創造・検討を行う。

参加機関：児童相談所、学校教育課生徒指導係、子ども家庭支援センター希望館、当センターの４機関

《代表者会議》
機関や組織の代表、管理職などで構成され、基本的に年１回開催。
協議会活動への理解や認識を高めることで、実務者が活発に活動できる環境をつくる。
・前年度の事業のまとめと評価を報告し協議する。
・市民啓発・研修等の在り方を協議する。

参加機関：２２の関係部署の代表者

鳥取市要保護児童対策地域協議会
「子どもを守る地域のネットワーク」

児童福祉施設

CAPTA

鳥取市

保育所
幼稚園等

弁護士会

民生委員
児童委員

警 察

医療機関 児童相談所

小学校

中学校

社会福祉
協議会子育て支援

代表者会議

（支援の調整）

個別支援会議

（支援情報の共有）

実務者会議

（支援の創造）

子ども家庭支援
センター希望館

児童養護施設等

県立学校
高等学校等

こども家庭相談センター（子ども家庭総合支援拠点）職員配置状況

支援員等 平成３０年度 令和元年度

①子ども家庭支援員
常時３名

（１名は非常勤可）

常勤社会福祉士 １名
常勤保育士 １名

非常勤保育士 ２名

常勤保育士 ２名
非常勤保育士 ２名

②心理担当支援員
常時１名

（非常勤可）

非常勤心理職 １名
非常勤心理士 １名

常勤心理職 １名
非常勤心理職 １名

③虐待対応専門員
常時２名

（非常勤可）

常勤保健師 １名
非常勤保健師 １名

常勤保健師 １名
非常勤保健師 １名
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鳥取市要保護児童対策地域協議会

○要保護児童対策地域協議会とは
虐待を受けている子どもやさまざまな問題を抱えている要保護児童等の早期発
見や適切な支援等を行うために、必要な情報を共有し支援内容の検討を協議し、
関係機関の連携と協力のもと適切な支援を行い、もって児童の福祉の向上を図る
ことを目的に設置された法定協議会。

○対象者
１． 要保護児童等
（１）要保護児童・・・保護者のいない児童又は保護者に監護させることが

不適当であると認められる児童及びその保護者
（２）要支援児童・・・保護者の養育を支援することが特に必要と認められる

児童及びその保護者（子育てに対し強い不安や孤立感な
どを抱える家庭・不適切な養育状態にある家庭の児童）

（３）特定妊婦 ・・・出産後の養育について、出産前において支援を行うこ
とが特に必要と認められる妊婦 （望まない妊娠、若年
妊婦、精神疾患を有するなどの事情を有する妊婦）

２． 非行児童
３． 障がい児

要保護児童対策地域協議会開催状況

平成２６年度 個別支援会議 １９３回 実務者会議 ６回 代表者会議 １回

平成２７年度 個別支援会議 ２０７回 実務者会議 ６回 代表者会議 １回
平成２８年度 個別支援会議 １７２回 実務者会議 ７回 代表者会議 １回
平成２９年度 個別支援会議 １５３回 実務者会議 ６回 代表者会議 １回
平成３０年度 個別支援会議 ２０１回 実務者会議 ６回 代表者会議 １回

｛鳥取市要対協関連集計｝
H２７年３月末 H２８年３月末 H２９年３月末 H３０年３月末 Ｈ３１年３月末

要対協ケース ３９９ケース ３２４ケース ３５１ケース ３６９ケース ４５１ケース

A 施設入所 １１ケース ８ケース １０ケース ７ケース １８ケース
B１ 児相主体 ６０ケース ３２ケース ５０ケース ５０ケース ６１ケース
B２ 要対協主体 １１１ケース １５３ケース １３８ケース ９５ケース １２１ケース
C 要対協 ２１７ケース １３１ケース １５３ケース ２１７ケース ２５１ケース

ケースを分類することで情報のやり取りが円滑・責任が明確

虐待の重症度等と対応内容及び児童相談所と市町村・要保護児童対策地域協議会の関わりと役割 

 

死亡・生命の危険（最重度虐待） 

分離保護が必要（重度虐待） 

在宅支援 

（軽～中度虐待） 

集中的虐待発生予防 

虐待早期発見・早期対応 

（虐待ハイリスク） 

自律的な養育が可能 

（虐待ローリスク） 

児 

童 

相 

談 

所 

鳥 

取 

市 

 

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会 

要保護児童 

要支援児童・特定妊婦 

きょうだいへの養育支援 

分離保護後の親子への支援 

親子の再統合の見極めと支援 

保護者の抱える問題を改善する支援 

子どもの情緒行動問題への支援 

きょうだいの養育支援 

養育方法の改善等による育児負担の軽

減保護者の抱える問題を改善する支援 

母娘関係改善に向けた支援 

子どもの情緒行動問題への支援 

必要に応じた分離保護 

養育方法の改善等による育児

負担軽減 

保護者の抱える問題を改善す

る支援 

親子関係改善に向けた支援 

子育て資源等の情報

提供子育てに関する

啓発 

地域での子育て支援 

残されたきょう

だいへの養育

支援や施設退

所後の支援は

鳥取市も行う 
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Ⅳ. 拠点の課題及び今後の見通し

【課題】

・ 平成２９年度から全妊婦とフォロー妊婦は主に地区担当保健師が担当し、特定妊婦は当

センターが主担当となって共同で相談支援を行い、新任期の保健師のスキルアップを図って

いる。妊産婦の相談支援には母子保健（地区担当保健師）と児童福祉（当センタースタッフ）

のきめ細かな情報共有が不可欠。

・ 専門職の継続的配置とスキルの担保が必要。

【今後の展望】

・ ２０２０年度、駅南庁舎に鳥取市保健所、中央保健センター、「子育て世代包括支援センター

こそだてらす」、こども家庭相談センター、こども発達支援センターを配置し、健康づくりや妊娠

期から子育て期、学齢期から１８歳未満の児童に切れ目のない相談支援をさらに進める。
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